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次期「学習指導要領」への心の健康教育（メンタルヘルス・リテラシー教育）に関する 

学習内容 掲載検討のお願い 

 

 

拝啓 時下ますますご清栄のこととお慶び申しあげます。 

平素より、当会の活動に対し格別のご理解とご支援を賜り、厚く御礼申しあげます。 

さて、現在進められております次期「学習指導要領」改訂に関する検討にあたり、当学会として下記の

とおり提言を申しあげます。 

我が国においては、一般会計予算約 115 兆 1,978 億円のうち、社会保障関係費が約 38 兆 2,938 億円

（全体の約 33.2%）を占めており、その持続可能性が大きな課題となっております。これらの社会的・財

政的負担を軽減するためには、予防的視点に立った義務教育段階からの健康教育の一層の充実が喫緊の

課題と考えます。 

国際連合児童基金（UNICEF）が 2025 年に発表した『レポートカード 19（Child Well-being in a World 

of Uncertainty）』において、日本の子どもは身体的健康の面では 41 か国中第 1 位と高い評価を得ていま

す。一方、精神的健康の分野においては 36 か国中第 32 位にとどまり、自尊感情の低さや生活満足度の

低迷、若年層における自殺率の高さなど、深刻な問題が指摘されております。不登校児童生徒の増加や児

童生徒の自殺件数の増加も顕著であり、心の健康に関する教育的介入が必要不可欠であると判断いたし

ます。 

つきましては、次期学習指導要領において、保健の時数を増やし、すべての児童生徒を対象としたユニ

バーサルな心の健康教育（メンタルヘルス・リテラシー教育）の導入および体系的な教育の実施を強く要

望するものであります。特に子どもは心身相間が強く、心の問題を身体で表現する傾向があります。心と

身体の繋がり（心身相間）を理解し、自分の不調に気づきを向けることにより、心と身体の健康を守るこ

とのできるレジリエンスを育むことが重要となります。医学的な見地からも、こうした教育が学校教育

に早期から組み込まれることにより、メンタルヘルス上の課題の早期発見と予防的対応が可能となり、

児童生徒の健やかな成長に大きく寄与するものと考えます。多様な背景を持つ子ども（医療的ケアが必

要な子ども、障害のある子ども、性的マイノリティの子ども、外国籍等の子ども等）の学びを支えるため

に、教育・医療・心理・福祉の各専門分野が連携し、科学的根拠に基づいた心の健康教育を全国的に普及

させていくことが、将来の日本社会の持続的発展に資する重要な施策であるといえます。 

以下に、具体的な提言内容を記載いたします。ご高配賜りますよう、何卒どうぞよろしくお願いいたし

ます。 

 

 



記 

 

1． 心の健康教育（メンタルヘルス・リテラシー教育）の義務化 

 ユニバーサルに全ての子どもたちが「自分ごと」として学ぶことができるように、ネガティブな問題

の予防や対応のみならず、自己肯定感や心理的ウェルビーイング、レジリエンスといったポジティブな側

面の育成を目的とした心のトレーニング、ストレス・コーピング等の教育内容を積極的に取り入れていた

だくことが望ましいと考えます。さらに、災害、暴力、いじめ等による心的外傷の理解と予防教育を導入

し、相談行動や支援資源へのアクセスに結び付く具体的な情報を提示し、他者理解と共感的支援の涵養を

図ってください。 

また、保健体育に限らず、他の教科や活動等（例えば特別活動や総合的な学習の時間）においてもメン

タルヘルス・リテラシーに関連する教材を積極的に取り入れていただくよう、お願いいたします。これに

より、子どもたちが教科横断的に主体的な学びを深め、自らの心の健康を守る力を養うことが重要である

と考えます。一人ひとりがこうした力をスキルとして身につけ、生涯にわたって活用できるような教育の

推進と実践が望まれます。 

さらに、子どもの心身の医療に携わる私たちは、性被害の予防の観点から、小学校低学年から性に関す

る指導・教育が必要であると考えます。月経や月経前症候群（PMS）、月経前不快気分障害（PMDD）に

関する正しい知識を普及する学習機会についても考慮してください。加えて、過度のやせ願望による極端

な食事制限の危険性についての知識を学べることが望ましいと考えます。健康な食事や栄養についての

食育に結び付けて実施される等の方法もご検討ください。 

 

2. 中等学校段階への精神疾患等に関する教育の導入 

現行の高等学校保健科目においては、「精神疾患の予防と回復」に関する内容（4 時間）が導入されて

おりますが、心理的な問題が顕在化してくる中等学校段階への早期導入をご検討ください。 

現行の「うつ病、統合失調症、不安症、摂食障害、薬物・アルコール依存、行動嗜癖（ギャンブル障害

等）など」に加え、近年社会的関心の高まる心身症（起立性調節障害等）、神経発達症、不登校、睡眠障

害、自傷（リストカット等）、心的外傷後ストレス症候群（PTSD）等の心身医学的・精神的・行動的課

題についても取り上げてくださいますよう、お願いいたします。 

なお、これらの授業には高度な専門知識とメンタル面への配慮が求められ、また教員の過重労働に対す

る負担軽減が求められています。そのため、上記授業実施に際して、学校医、医師、心理士等の外部専門

人材の積極的な活用や、オンデマンド教材の有効活用を併せてご検討ください。 

 

３． 教員養成課程および現職研修における医学的素養の向上 

教員自身のメンタルヘルス・リテラシーが、公衆衛生のメンタルヘルス予防アプローチにおいて重要な

役割を果たすことが示唆されています（Prabhu et al, 2024）。養護教諭、保健体育科教員いずれも教科に

関する専門的事項に関する科目として「学校保健」がありますが、初等教員や中等・高等の他教科の教員

にとっても教員免許状取得における必須の科目としてくださいますよう、ご検討をお願いいたします。 
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